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株式会社ジェイコム東京と株式会社ジェイコム東京北の合併に関するお知らせ 
 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：井村 公彦）の連結子会社である

株式会社ジェイコム東京と株式会社ジェイコム東京北の二社は、本日開催の株主総会において、2018 年 7 月 1 日

（予定）に合併することを決議いたしました。合併後、株式会社ジェイコム東京が存続会社となります。 

 

合併後の株式会社ジェイコム東京の総加入世帯数は約46 万2,200 世帯*1、潜在的なお客さま基盤の数であるホー

ムパス数は約156万500世帯*1となります。二社の合併により事業基盤を強化し、これまで以上に地域での存在感

と競争力を高めていきたいと考えています。なお、ジェイコム東京北は合併後も東京北局（J:COM 東京北）として存

続し、東京都北区で引き続き事業を展開してまいります。  

 

1. 合併の目的・意義 

今回の合併により、東京エリアにおける事業基盤の強化を図るとともに、営業活動を機動的かつ効果的に展開いた

します。合併を通じて、加入獲得の推進、共通機能の集約化と経営資源の最適配分により、グループ経営の効率化

及び競争力強化を図ります。 

 

2.  合併の要旨 

（１）合併期日  2018 年 7 月 1 日（予定） 

（２）合併の方法  ㈱ジェイコム東京を存続会社とする吸収合併  

 

3.  合併する会社の概要等  

 

商    号 ㈱ジェイコム東京 ㈱ジェイコム東京北 

サービスエリア*2 

東京都練馬区、杉並区、墨田区、台東区、 

中央区の一部、小金井市、国分寺市、府中市、

国立市の一部、 

埼玉県和光市、新座市 

東京都北区 

設 立 年 月 日 1987 年 5 月 19 日 1990 年 8 月2 日 

本 社 所 在 地 

〒177-0033 

東京都練馬区高野台五丁目22 番 1 号 

〒114-0002  

東京都北区王子 1 丁目13 番14 号 

朝日生命王子ビル 5 階 

代 表 者 
代表取締役社長 

國分 孝夫 

代表取締役社長 

新井 博 

資 本 金 75 億2,400 万円 20 億円 

主 要 株 主 株式会社ジュピターテレコム 株式会社ジュピターテレコム 

 
 
 
 
 
 
 



【参考】 合併後の会社概要  
                                     

商    号 ㈱ジェイコム東京 

サービスエリア*2 

東エリア局 
 

東京都練馬区、中央区の一部、 
埼玉県和光市、新座市 

南エリア局 東京都杉並区 

西エリア局 
 

東京都小金井市、国分寺市、府中市、

国立市の一部 

すみだ、台東局 東京都墨田区、台東区 

東京北局 東京都北区 

設 立 年 月 日 1987 年 5 月 19 日 

本 社 所 在 地 東京都練馬区高野台五丁目22 番 1 号 

資 本 金 75 億2,400 万円 

主 要 株 主 ㈱ジュピターテレコム 

ホ ー ム パ ス*3 約156 万世帯 *1 

総 加 入 世 帯 数*4 約46 万世帯 *1 

 

*1 ジェイコム東京とジェイコム東京北の 2018 年3 月末数値の単純合算 

*2 一部地区を除きます。サービスエリア内であっても、建物によってはご利用いただけない場合があります 

*3 ホームパス世帯数： ネットワークが敷設済みで、サービスの提供が可能な世帯数 

*4 総加入世帯数： J:COM TV、J:COM NET、J:COM PHONE サービスのうち、いずれか１つ以上のサービスに加入している世帯の総数 

  

 
＜J:COM エリア地図（東京）＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ジュピターテレコムについて  www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（本社：東京都千代田区）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給事業統括運営

会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州・山口エリアの27社74局を通じて約538万世帯のお客さまにケーブルテレ

ビ、高速インターネット接続、電話、モバイル、電力等のサービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設工事が済み、いつでも加入いた

だける世帯）は約2,142万世帯です。番組供給事業においては、17の専門チャンネルに出資及び運営を行い、ケーブルテレビ、衛星放送、

IP マルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業を統括しています。 

※上記世帯数は2018年3月末現在の数字です。 

■＝ジェイコム東京    ■＝ジェイコム東京北 


